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政策ネッ トワークの視点の提示、2節 で、戦後 日本の産業政策の説明における官僚主導論、市
場重視論、ネ ットワーク論の3つ のアプローチの比較検討、3節 で、 日本の経済発展の1つ の
条件とされる市場志向の 「小 さな政府」をもた らした財政 ・金融政策の特徴と機能を検討、結
論部で総括を行 う。本稿では、これ らの検討を通 して、戦後 日本の経済発展がネッ トワーク ・
アプローチによって一貫して説明されることが主張される。
1本 稿のオリジナルには、4「 埋め込まれた自由主義」、5「70年 代の経済危機と日本のパフォーマンス」、
6「70年 代の財政赤字 と80年代の財政 「再建」」、の節が含められていたが、紙幅の制約によりこれらの
各節の全ておよび7「 結論と展望一 日本政治経済の発展と調整メカニズムー」の相当部分を割愛 した。
35
第1部 日本の政治経済
1.政 策 ネ ッ トワー ク ・ア プ ロー チ
(1)世 界経済の変化への適応 一マクロな政治経済体制レベルの説明一
一国のマクロな政治経済体制が世界経済の変化に対する国の対応を規定し、それが経済パフォー
マンスに影響を及ぼす とい う見方がある。カッツェンスタイン(PeterJ.:Katzenstein)は そ
の代表者である。かれによると国家主導型資本主義 とコーポラティズムは世界経済の変化に適
応 して国内経済を革新 していくのに対 して、自由主義的資本主義は適応に失敗して競争力を長









であるのに対 して、後者では貨幣的(ポ ンドの防衛など)で あるとされる」(:Katzenstein1978b,
p.309)。 ただし、「統治連合 と呼び うる一群の集団をアプリオリに想定することが妥当であるか
が問われなければならず」、そ うであるとすれば、統治連合は経験的に析出されなければなら
ないことになる(真 渕1987b,p.143)。
b政 策 ネ ッ トワー ク、国家の強 さ、政策帰結(あ るいは政策パ フォーマ ンス)
カ ッツ ェンス タイ ンお いて政策 ネ ッ トワー クは次 の よ うに捉 えられ る。 「上述 のアメ リカ と
イ ギ リス の比較 において は、政策回路(=政 策ネ ッ トワー ク:伊 藤注)は 国家の集中度、社会
の集 中度 お よび国家 と社会 の分化 の程度 とい う3つ の次元 で論 じられて い る(Katzenstein
1978b,pp.310-311)。 また、 よ り一般的 にはネ ッ トワー クを 「政策手段を条件 づけ る制度 的組
織」(Katzenstein1978a,p.19)」 、あ るいは政策の実施 場面での国家 と社 会の相 互依存にかか
わ る 「協働 的 な政治装置 の総体的 システ ム」(Katzenstein1985a,p.228)といい かえるに と
どめてい る。」 「具体的 には金融制度 、政党や利益集 団の配置状況、産業構造等が想 定 され よう」
(真渕1987b,p.143)。 そ してこの政策ネ ッ トワー クの差異は歴史的 に形成 され る と考 え られ
てい る。
ついで、カ ッツェンス タイ ンは国家の能力(国 家の強 さ)を 政策ネ ッ トワーク との関連 で と




の強さにっいて、前者はよく指摘 される要因であるが、後者を強調す るのが政策ネ ットワーク
論の特徴である。例 えば、かれは、オース トリーとスイスとい うヨー ロッパの小国の 「国家の





や紛争が激 しいために逆に国家が仲裁者の地位にあ り、広範な裁量権を行使 している。こうし











する傾向をもつ(久 米1994,p.4)。 「イギ リスの場合には、国家が集権的であるのに対 して、
民間は産業、銀行、労働 とも分権的で、 しかも国家 と民間部門の分離が徹底している。国家が
一定の方針をもったとしても、それを民間に受け入れさせて実行することが難 しいため、イギ
リスの国家は、日本的な産業差別的な政策ではなく、抵抗が少ないケインズ的マクロ経済政策
をとることが多い」(恒川1996,p.55)。 イギリスは 「国家の強さ」の3次 元のうち、国家の集








審議会、天下 りなどを通 して密接な結合」があった(恒 川p.54)。 すなわち、政策ネ ットワー
クの3つ の次元で 「強い国家」の条件が存在 したというのである。これに対 して 「コーポラティ
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ス ト的な国内構造をもっ ヨーロッパの小国(そ してかなりの程度西 ドイツ)は 世界経済の変化
とともに生きよ うとする。すなわち世界経済の変化に事後的に適応するとともに、それによっ
てコス トを被 るアクターには補償をするのである」(久米1994,pp.4-5)。 コーポラティズムの
国家では、国家主導的資本主義と同様に 「強い国家」の条件が存在 しているとみなされており、









取 りするか、それ とともに生きることを前提とした うえでの介入であるとす る。彼は、明示的
に主張していないが、市場の論理を生か しながらの介入の重要さを示唆しているといえよう」
(久米1994,p.5)。 国家の介入や国家と社会の問の政策ネ ットワークが必ず しも経済のパフォー
マンスを高めるわけではないとい う指摘は重要である。政策ネットワークの観点から経済のパ
フォーマンスを説明しようとする議論は常にこの点に留意 しなければならない。


















の産業がとる調整策は、産業界、銀行、そ して政府 との関係によって規定されると主張す る。
かれは、産業界の資本調達方法の特色に注目して、先進国を3つ の類型にわける。(1)価 格




ここでは、まずマーチン ・J・ス ミスによ りなが ら、政策ネ ッ トワーク論にっいて一般的な
理解を確認 しておこう。政策ネッ トワーク論は権力論において特徴:的である。スミスによれば、
「政策ネッ トワークにおいては、権力は依存を基礎としてお り、ゼ ロサムの関係ではない。権
力とは、集団 と国家アクターの関係から生み出されるものであ り、かつ政策ネットワークは他
者から権力を奪 うことではなく、相互の権力を高めるものである」(Smith1993,p.7)。 ここ
では、国家 と社会、あるいは省庁と企業のいずれが強いかとい うゼロ ・サム的な見方が妥当で
はないことが示唆されている。
スミスは、国家の自律性と政策ネットワークに関して以下のような命題を提示している。
(1)集 団 と組織の関係のタイプは、時、政策セクター、国家(の あり方)に 応 じて大いに多
様である。
(2)国 家アクターは、政策ネットワークおよび政策の発展に重要な関心(利 益)を もつ。国
家アクターは圧力集団の権力にとっても重要な意味を持つ。圧力集団が国家政策に影響を
及ぼす以上に、国家政策が集団の活動に影響を及ぼすことがある。





















(2)そ うでなければ国家の介入によるものなのか(官 僚主導論)、 また官僚主導によるもので
あるとすれば、それは市場の効率を損な うものではなかったのか、(3)さ らには 「古典的市
場」よ り効率的なシステム(例 えば、ある種のネットワーク)が 発達したからなのかとい うも
のであった。
(1)官 僚 主導論
まず 日本の経済発展に関する官僚主導論を検討しよう(官 僚主導論に代えて 「官僚規制論」
とい うタームを使用する研究者もいる)。「官僚制の指導を日本の経済的成功の主要因と捉える
考え方は海外の日本研究者をはじめ、多 くの論者から支持 されてきた。70年 代以降、先進諸
国がスタグフレーションなどに苦しみはじめる中で 日本はこうした危機を比較的 うまく乗 り切
り、」「官僚規制論はこのような背景の中で登場 した」(建 林1994,pp81-82)。 日本を 「発展志





建林正彦によると、官僚主導論の産業政策は 「市場適合性」(あ るいは市場志向性)と 「強
い国家」論 とい う2つ の主張から構成 されてお り(建 林1994,p.82)、 同様に久米郁男は、発
展志向国家論が 「日本における国家介入の市場志向性を、経済官僚の 「強力さ」と 「賢明さ」
に求める」 ことを指摘す る(久 米1994,p.10)。 すなわち、官僚主導論は、日本の経済官僚が














であったとい う。通産官僚はつねに経済的効率に配慮 し、育成産業が国際市場での競争に伍 し
ていけるかどうかをたえずチェックしていたのであり、航空機産業のように国際競争力のテス
トに適合できないものについてはその育成を諦めたとい うのである(EadsandYamamura
1988)。 オキモ トは、それを産業のライフサイクルに沿った介入 として説明す る。通産省は発
展途上にある産業を育成 し、衰退しつつある産業をソフ トランディングさせるように介入する







い分野に投入 され るように)市 場適合的な介入 に意を尽くしたとということになる。 しか しそ
こでは、国家介入に果たして市場適合的でない場合(つ まり官僚制が十分に賢明でなかった場
合)は なかったのか、また総体的に見て市場適合的であったとしても、その理由を果た して官
















政策形成 を委ねてきたとい うのである」(Wade1990,建 林1994,p83)。 久米 もまた、「彼
(村上泰亮/筆 者注)が 注 目するのは、官僚制の政治からの自律 と 「過当」競争である。まず、
追い付き型近代化 とい う目標を官僚 と共有する自民党が政権を独占した結果、官僚は自律的な
産業政策決定を保障された」と述べ る(久 米1994,p.13)。





られ る。ついで官僚が与党議員に対 して優位性を保つとい う2段 階になっている。 しか し、
「強い国家」論に懐疑的な立場、例えば本人一代理人論からすれば、まず1党 優位制における






ずしも賢明でなかったこと、第4に 官僚の影響力の変化を考慮 していないこと、に整理 してい





イスと鈴木は、 日本の政治は多元的で競争的だ とみる(ト レザイス ・鈴木1978)。 村松は同
様の視点か ら、官僚の 「自律性」は小 さかったと主張する(村 松1981,1991)。 村上泰亮は官
僚のもたらした 「仕切 り」の役割を評価していた。 しかし、仕切 り内の行政介入は弱いもので
あった。戦後 日本の政府介入パターンは、成長可能性の高い産業をターゲットとして選び出す
「特殊的」なものであった。 しか し同時にそのように してっ くられた枠の中では、介入は各企
業を差別 しない 「非裁量的」なものだったのであ り、ムチよりもアメ(課 税、金融上の優遇措

















産業政策において しばしば挫折 し失敗 している。それは、次にのべるように賢明でなかったか
らかも知れない し、また少なくとも政策執行を貫 くことができるほど 「強く」はなかったので
ある。
「第3の 問題点は、カッツェンスタインが指摘 しているように、官僚規制論が 「強い」だけ
でなく 厂賢い」国家を前提にしている点である(:Katzenstein1985,p.19)。 官僚規制論は官
僚が自律的に育成産業を選び出すことができるだけでなく、その選択が正しいことを前提にし
ている。 しか し官僚規制論においてはこの国家の賢さ、つま り国家が市場よりも正しい選択を
行い うるか どうかについて必ず しも論 じられていないのである。」 健 林1994,pp.83-84)。 ま
た久米も 「多くの研究者がすでに明らかにしてきたように、通産省はしばしば市場の動向を予
測することに失敗 してきた し、誤った予測にもとつく 「誤った」政策を立案執行 してきた(注




実質的なリソースをもとに経済をコン トロールできたかもしれない。 しかし60年 代以降、資
本、貿易の自由化が進む とともに通産省は実質的なリソースを失ってきたのである。80年 代


















バ トリック、小宮、香西らは、ミクロの産業政策の役割をほとんど評価 しない(H・ バ トリッ
クほか編1978,小 宮1984)。 たとえばバ トリックは 「成長の起動力は、企業が主導性を持っ
ているという点でも民間需要が大きい とい う面でも民間から生じた」として、旺盛な企業家精
神、労働者の高い規律 と士気、高い貯蓄率、高進学率などを経済発展の原因とする。政府の役
割は 「経済成長にふ さわしい環境を作るとい う補助的なもの」にすぎない。香西はさらに戦後
日本においてはたんに市場メカニズムが支配的であったのみならず、低インフレ、低金利水準、
財政均衡、国際収支均衡などを要素 とする 「古典的な資本主義のゲーム」が成立していたとい









た彼 らも、戦後す ぐの経済復興期に通産省の果た した役割にっいては必ずしも否定的ではなかっ
たようである。 したがって彼らの論点は本来市場の活力を阻害しがちな政府介入が、なぜそ う
ならなかったかとい う点に集中する。これは官僚規制論が市場適合的政策として捉えようとし
たものと共通する。 しかしそ うした市場適合性にっいて、官僚規制論が官僚の賢明な選択か ら
説明するのに対 し、経済学者は市場の側の強さ、あるいは偶然性を強調する」。
た とえば篠原三代平は、戦後通産省の産業政策は一度(持 続せず)に 、諸産業全般(総 花的)
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わば合理的な選択 として60年 前後に設備投資競争がいっせいに顕在化 したとい うのである。
ようするに産業政策が市場の競争を加速するようなある種のインセンティブを提供したと見る
のである(村 上1984,pp.41-97,建 林1994,pp.86-87)。 同様に、久米によると、「産業政策




*新 しい(戦 略的)貿 易論















しかしこのような市場規制論にも問題がある(フ リー ドマン1992,pp.3-16)。 「第1に この
ような主張は、 日本と他の先進資本主義諸国との共通性を強調するために、 日本の特別な成功
については説明しない。 とくに80年 代以降の 日本企業の海外直接投資による成功、先端技術分
野に集中 した発展については、生産要素の分布を中心にした従来の経済学的な説明では不十分
になってきたといわざるをえない(今 井1994)。 第2に 、経済システムと政治システムのリン
クが明確でない。多元主義的な政治システムと競争的市場 との因果関係は必ず しも明らかでは
ない。か りに国家が社会に対して弱い、っまり官僚制が非 自律的であるな らば、市場は個別的
利益によって侵食 され、新古典派的 「市場性」は損なわれるはずである。市場規制論、多元主
義論は、政策過程の分権化を指摘する。しかし同時に政治介入(た とえば財政規模)が 総体 とし
て小 さいことからそ うした分断化は市場性を損なわないと主張しているようである。 しか しど
れほど介入の規模が小さければ政策過程の分断化や個別利益を追求する社会的圧力によっても
市場性が損なわれないのか。この点について市場規制論は論 じていないのである」(建林1994,
p.89)。 付け加えれば、市場重視論が前提 とした自由主義政権党の 「小 さな政府」が70年 代に
崩れ、財政悪化を引き起こしたことを説明できない。また、個別的政治介入は財政規模に着 目
するだけでは不十分である。産業政策において市場を歪めて個々の企業や業界にレン ト(そ れ
はしばしば既得権益としてシステムに埋め込まれた)を 発生 させる局面が存在 したのであり、
市場重視論には、政治的多元主義 と整合的にリンクできない部分がある。
久米 もまた経済 自由主義者の問題点を指摘する。 「経済 自由主義は、 日本経済が成功したと
いう事実から、日本における競争的市場が効率的に機能 した と推論する。そ して、政治は市場
メカニズムを歪めるほどには一貫 した影響を与えることはなかった と考える。このような立場
は、新古典派的な市場の存在を経済的成功の唯一必須の前提 として、市場が歴史的、政治的に
形成 されてきたさまざまな制度に支えられて存在することを見落 としている。戦後 日本の政治




が、 日本 の政治経済に市場志向性を付与 したのかが問われねばならない」(久 米1994,pp.




(3)ネ ッ トワー ク論
以上のように、発展志向国家論も市場重視論も、日本の戦後の経済発展および70年 代から80
年代にかけての良好な経済パフォーマンスを十分に説明するものではない。そこで有望な説明
として注目されてきたのがネ ットワーク論である。建林は、「ネットワーク国家論」 と 厂制度
論経済学」の2種 類のネ ットワーク論を検討 している。
aネ ッ トワーク国家論
第1に 、発展志向国家論(建 林のい う官僚規制論)は 、すでに見たように国家の自律的意思
形成能力に焦点を当てたが執行能力を考慮 しなかった。これに対 して、ネットワーク国家論は、








国家が国家 と社会のネ ットワークに捕われた 「ネットワーク国家」であったがゆえに個別的、
差別的産業政策が可能だったとい うものである」(オキモ ト1989)。 このようにネッ トワーク
国家論は、社会アクターの影響力をより大きく捉え、発展志向国家の 「強い国家」モデルを社
会 との結びつきの中で捉 え直すことによって修正 した産業政策有効論であった(建 林1994,
p.91)。 このようにネットワーク国家論は確かに発展志向国家の執行能力を補完するネットワー
クを重視 したが、逆に 「そうしたネッ トワークを通 じて個別利益に偏 しない政策形成がいかに
可能なのか」(同 上書p.92)、 すなわち市場適合性がいかに確保 されるのかを、説明してはい
ない。
b相 互依存重視のネッ トワーク
建林は、ネッ トワーク国家論について、官僚規制論 よりも社会を重視す るもの、しか しなお
国家を主、社会を従と考えているものとみなしている。国家と社会のより対等な相互依存のネッ
トワークが考えられる。 リチャー ド・サミュエルズ(RichardSamuels)は 政府 と産業の間






能性 を拡大す る仕組みを与える 「保証人」、すなわちリスクとコス トを社会化 し、民間に配当
を確保す る 厂保証人」であった。村松岐夫は、このような関係が出現するのは日本の国家が自
律的に政策を実行する 「資源」を十分にもたなかったゆえであると考え(村 松1991)、 森田
朗は産業政策の有効な執行には相手方である産業からの協力を必要 としているか らであるとみ
る(森 田1988)。 いずれにせよ行政 と産業との関係がこのように相互依存的であれば、市場
アクターである産業界は国家の経済介入に影響を行使でき、その結果 厂市場」の論理が産業政
策に反映 され ると考えることも可能である(久 米1994,pp.11-12)。
cネ ッ トワークは経済的成果をもた らすか
しかし、「産業と行政の相互依存的なネットワークの存在から、ただちに、市場志向性 を導
くのには論理的飛躍がある」(同上書p.12)。 む しろ 「ネ ットワークは市場適合的政策の形成
をさまたげる可能性があった」 健 林1994,p.93)。 村上は、行政と産業のネットワークを市場





しか し、久米 によると、経済発展を促すネッ トワークであっても、「行政の政治か らの自律
や、行政 と産業の相互依存的なネットワークを指摘するだけでは不十分である。行政システム
がどのように制度化されてお り、それがいかなる形で経済に影響を及ぼすのかが分析 され る必
要がある。問われるべきなのは、社会アクターと国家アクターの関係が制度化 される結果、両






市場重視論やネ ットワーク論が、市場の効率性 と産業への国家介入を整合的に理解 しようと
する場合、国家介入は限定的であること、あるいは業界単位の指示的(非 強制的)で 、固定ルー
ルに依る行政指導に基づいたこと、あるいは過当競争であったことなどによって市場メカニズ
ムを歪めることがなかったとい うように、ネッ トワークを経済の効率性を高めるとい うより、





建林は、第1の アプローチとしてネ ットワーク国家論をあげたが、「ネ ットワークに注 目す
る第2の アプローチはいわゆる制度論経済学である。 これは市場での 「取引コス ト」を想定す
ることによって、制度=ネ ットワークそれ自体の経済的合理性を説明しようとするアプローチ
である(宮 沢1988,pp.2-27,宮 本1987,pp.103-44)。 制度は市場での取引において各経済主
体が負担する情報コス ト、交渉コス ト、契約コス トなどを減 らす合理的な存在である。 このよ
うなアプローチによれば、 日本の経済的成功は、企業間の協調、連合、業務提携、系列、集団
化等といった制度(ネ ットワーク)の あり方、あるいは企業組織の特性などから説明されるこ
とになる。 日本に特徴的 といわれる企業間ネットワークは文化的特質ではなく、関係 を長期化
することでスポット型市場における取引コス トを避け、同時に垂直統合や水平統合を通じて取
引を内部組織化することによって生じる管理コス トをも回避するような準内部組織的選択であ
るという(今 井 ・伊丹 ・小池1982)。 こうした企業間のネ ッ トワークは情報分権的な日本企
業の特質 と相まって、カンバン方式に象徴 されるような生産、在庫、品質のより柔軟な調整を
可能にし、企業間の技術協力などはイノヴェーションの源泉 となった とされる」(建 林1994,
p.92)o
「取引費用」概念を重視する経済学者によると、「市場は製品を効率的に配分す るが、相当
の取引費用を要することもまた多い」。 「つまり、市場取引は買い手 と売 り手を引き合せ、価格
を協議 し、契約 という形態で取引を完了する費用を必要 とするのだ。」近代企業論を大成 した
オリヴァー ・ウィルアムソンによると、「近代の企業は、取引費用を節約する目的と効果 を持
つ一連の組織的革新の産物 として理解 されることが多い。」「企業は取引費用を減 らすために縦
に統合 される。大規模であることによる費用が、取引費用のこうした節約による利益を超える
ようになるまで、企業は拡張し続ける」フランシス ・フクヤマは 「日本のく系列〉もまた、こ



















ク形成を促 し、民間企業間の協力関係を生み出す ことによって経済発展に貢献 したとはいえな
いだろうか」と言 う。
例えば 「サミュエルズらの通産省研究は、通産省 と企業の間に築かれたネ ットワークが歴史
的な闘争の結果であったことを明らかにしている。彼はエネルギー産業のケーススタディを通
じて、官僚制に広い範囲の管轄権を認めるかわりにそこでのコン トロールを弱め、私企業がそ




反映 した 「運動」の結果であることを示唆 している。戦後初期の通産省の組織をめぐっては、
吉田茂 らを中心とした軽工業による輸出振興路線 と、商工官僚を中心 とした重工業国内開発路
線に対立があった。吉田は商工官僚の意図した企業局中心の産業貿易省案を抑え、通商局中心
の通商産業省を成立させた。彼女によればいわゆる産業合理化政策はこのような通商局中心体
制に対する通商企業局(企 業局)の 復権 「運動」であった。ここで 厂運動」の意味は必ず しも
明らかでないが、産業合理化審議会などを通 じ、あるいは自由党を中心 とする政党政治家 とと
もに社会アクター との連合を図るべ く働きかけを行ったことを指 しているようである」(河野
1992,建 林pp.94-95)。 この運動をとお して通産省 と産業界のネッ トワークが形成 されたこ
とが示唆 されているのである。
一方、民間企業間のネッ トワーク形成についても国家からの働きかけが重要だった。 「それ




を提供 し、ネ ットワークー内での相互協調を維持 させようとする。た とえば通産省の指導のも





か りではなく、鳩山、石橋、岸 らの政党政治家 と通産省内の国内開発派から成 る一種のポピュ
リス ト連合に支えられた 「敗者なき合理化」政策が存在 し、またそのインパクトは大きかった
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という。それはいわゆる護送船団方式 とい う言葉に象徴 されるように、日本の産業においてよ
り遅れている部分の競争力を高めようとする政策である。具体的には50年 代後半の一連の中小
企業減税 と融資制度の充実、機械産業振興法のもとでの中小企業育成策などである。産業政策
はこうした政策を通 じていわゆる下請け形成 を促 したとい うのである。 これはミシン産業のよ
うに直接系列化を意図した場合 もあれば、 自動車産業のように部品業者の技術力を高めること
で間接的に系列化に貢献した場合もあったとい う(久 米1998)。 またメーカーの流通系列化は






る必要があろう。 「またこの点に関しては変化に注 目することが重要である。60年 代以前に通
産省が握つていた許認可権、とくに外貨割当や外資規制な どは、非常に強力なリソースであっ
た。通産省が握る財政投融資の産業資金に占める比重も戦後初期には非常に大きかったといえ
る。つま り通産省の行政手段がソフ ト化 したのは、60年 代以降、国際化 と企業の成長にとも
なつて通産省が リソースを絶対的にも相対的も喪失する過程で生 じてきたことであった。通産
省はこうした リソース喪失を通産省を取 り巻 く人的ネ ットワークの形成やそれを通じて行使 さ
れるソフ トな行政手段で補ってきたようである。審議会、私的諮問機関や特殊法人、認可法人、
公益法人などの数が他省庁に比べて非常に多いことが指摘 されている。天下 りについても人員







ここでい うソフトな行政手段だとい うものである。 しかしながら、企業や業界はなぜ法律上の
根拠があいまいな行政指導に従ってきたのであろ うか。1つ の見方は、行政指導には 「事実上
の強制力」が伴っていた というものであ り、この見方は官僚主導論につながるものであろう。
たとえば法律学の立場から通説を批判する山内一夫は、行政指導には規制的指導 と助言的指導





金、資金融資などを差別的に供与する奨励的措置 とい う2つ の事実上の強制力によってその実
効性が担保 されているとい う(山 内1974,pp.14-19)。 官僚規制論によって強調 されるのは、
このように行政指導が法律の裏付けをともなうことなく、 しかも事実上は強制力をともなって
行使 され るために、官僚により広い裁量を与える可能性である(建 林1994,p.99)。 このよう
に官僚制はいわば 「アメとムチ」による広範な 「事実上の強制力」をもっていたとされるので
ある。
しか しながら、市場重視論の立場か らすると、 日本の国家(=官 僚制)は 弱いものであ り、
行政指導は 「事実上の強制力」を伴 うものではなかった。より正確に言えば、大山耕輔の指摘










談合などは、 日本の行政が必ず しも強い執行力を持っていないことの証左であるとい う(Upham
1993)。 つまり行政指導は社会による意思決定を正当化する行為であり、弱い国家の行政行為で
ある。脇 山や大山が強調するのは行政指導が失敗するケースである。」「脇山は行政指導の有効






解釈 も新たなソフ トなリソースの成立を軽視 してきたとい うことができよう。つまり国家=官
僚が弱い とい うだけでは、なぜ官僚制と業界が断絶 し、古典的自由市場が成立するのではなく、
行政指導 とい う形式がとられ、非公式であるにせよ規制が頻繁に行われるのか、またそれがな
ぜそれが しば しば有効なのかは説明できない」(同 上書p.101)。 こうした行政指導が成立す
るのは 「指導する官僚とそれを受ける業界の間に審議会や天下りなどの制度化 された人的ネッ
トワークが存在するからである。それはたんに弱い官僚制を表す というよりもネ ットワーク国
家論が観察するところのネ ットワークに捕 らわれた国家だといえよう。つまり本章(注:建 林
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によるポジティブ ・サム的な相互依存関係 である。官僚側が 「管轄」や 「天下り先」を得ると





の集合財 とい うべきものであり、経済官庁は行政指導とい う形でネットワーク形成のコス トを
引き受ける 「政治的企業家」と考えることができよう。このネットワークを通して、業界の利
害と経済官庁の政策の問の調整がある程度が果たされたことに留意しておこう。しばしば 「そ
れは業界の短期的利害 とは相容れないかも しれない。 しか したんに業界の枠にとどまらない情
報を通産省が握 り、それを提供できるからこそ各企業にも通産省との関係を継続 していくメリッ
トが存在するのであろう。つま り通産省は しばしば個別企業、個別業界の利益を超えたアイデ
アを提示 し、官民のネ ットワークを維持すると同時に、民間企業間の協力関係 を促進するので
ある」とい う(建 林pp.107-108)。
それではなぜ経済官庁はこのような 「個別企業、個別業界の利益を超えたアイデアを提示」
することができたのだろうか。それは通産省が 「賢明」であった とい う点に求められるのとい
うより、後述のように、日本の官民の組織的特徴に求められる(本 稿4節3項,青 木1992)。
g個 別主義政治システ厶と経済発展
あらためて戦後 日本の経済発展 と政治の関係を考えてみ よう。経済発展は通常 「新古典派的
な市場」の存在が前提とされる。 さらに社会に対 して 「弱い国家」の多元主義的な政治 ・行政
システムを前提 とすると、そこで市場へのなんらかの政治 ・行政の介入は個別主義的にならざ













の個別主義的政治に経済発展の鍵があるという。 「指摘 したいことは、戦後 日本においては実
はある種の個別主義的(particularistic)な 政治過程、っま り下位政府に分断化 されたような
政治過程が、さまざまなネ ットワークの形成を通 じて経済的成果をもたらしたのではないかと
い うことである。 このような考え方は、新古典派経済学の影響によって、市場規制論はい うま
でもなく官僚規制論、ネ ットワーク国家論のいずれにおいてもまったく拒絶されてきた。か り
に産業政策などの政府介入の役割を評価する場合にも、市場適合的政策とい う個別主義的政治
を極小化 した政治的介入であることが欠 くべか らさる要件だったのである。これに対してネッ
トワーク形成の政治を検討することによって示唆されたことは、個別主義的介入が結果的に競
争力を生み出す可能性である」(:Kernell1991)。 筆者(伊 藤)の 理解をくり返せば、市場の中







戦後 日本の財政は、基本的に60年 代末頃まではこの条件が維持 された。
戦後 日本の財政は、後述する日本版 「埋め込まれた自由主義」の定着によって、経済 自由主
義にもとついて運営されることになった。財政の点からみた経済自由主義 とは、第1に 政府の




























しかし、経済 自由主義を基本理念 とした第二次吉田内閣の成立 とドッジラインによって、大蔵
省は経済安定本部との戦いに勝利することができた。他方で、大蔵省の予算編政権は、主計局







具体的にはどのように抑制 されたのだろ うか。大きくは2つ の要因が指摘されている。第1は 、
「国際収支の天井」、第2は 、大蔵省内の主計局と主税局という制度配置、そして大蔵省 と日銀
の制度配置である。
b為 替 レー トの維持と緊縮財政
「国際収支の天井」 とは、戦後の日本の外貨準備が少なく、(ブ レトン ・ウッズ体制で義務
付けられていた)国 際収支の赤字是正のためには、平価切り下げを選択しない限り、財政緊縮
によらざるをえず、政府財政規模にはおのず と限界が課 されたことを意味する(山 口1987,
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pp.128-129,久 米1994.p.,27,古 城1996,pp.128-129)。 外貨準備が少なかったのは、「日本





に陥った際に、為替 レー トの変更を行った経験があるのに比べ、 日本は、基軸通貨国であつた
アメリカ と並んで、平価を変更 しなかったという点で特異な国家であった」(同 上書p.120)。
古城は、後述のように、ブレトン ・ウッズ体制期に日本が国際収支の不均衡是正にマクロ政策
の適用を選択 した要因を、社会的選好 と政治的構…造に求めている(同 上書p.119)。
日本はなぜ国際収支の不均衡の際にも為替レー トを維持 しようとしたのか。 日銀、大蔵省、
政党、社会集団の問に1ド ル=360円 のレー トを維持するという強固な合意が存在 していたと
い う(同 上書p.133)。 この合意が存在する限り、大蔵省 と日銀は、政治的な圧力から比較的
自律的に緊縮な政策 を実行することができた(同 上書pp.120-137)。 為替 レー トの維持の合
意はどこから生まれたか。古城は、この点に明示的に答えてはいないが、古城の記述から次の
ように推測できる。戦争直後の超インフレの経験 と、その後の政治過程における経済 自由主義
の定着がこの合意をもたらした。第1に 、1949年4月 マッカーサー最高司令官が1ド ル=360
円の単一為替レー トの設定を発表 した時、「日本政府 と産業界は、一般的に、1ド ル=360円




なポン ドの切 り下げを行い、それに続いて、 ドイツ、フランス、イタリア、カナダなどの主要
先進国を含め約30か 国が通貨切 り下げを行った。 しか し、日本政府は、平価を維持すること
を決定 し、その手段として、輸出の停滞に対しては産業の合理化 と輸出補助金:という安定政策
によって克服され るべきであると考えた(同 上書pp.128-129)。 こうした認識が、平価維持






















した」(同 上書p.136)。 この状況に対 して、「国会における経済政策をめぐる討議において、










的に強化 されたとい うよりも、一定のリズムをもって強化 されたようである。すなわち、自民
党政権の安定を脅かすような変化すなわち ・危機」に直面 したときに、政府は支持基盤の強化

















が置かれたこと、第2は 、大蔵省が日銀 を従属させたことである。すなわち、第1に 主計局 と
主税局が大蔵省内部で制度的につながっていたために、「主計局が歳入に関する情報を独 占的
に利用できたことに加えて、真渕や大嶽が指摘するように、減税を指向する主税局の 「機関哲
学」が、制度的な連結を通 じて逆に主計局の政策選択を規制し、小 さな政府の定着に貢献 した
(真渕1989,大 嶽1992)。 大蔵省内部の制度的配置が、財政均衡主義に与えた独自の影響が
同時に強調 される必要がある」(久米1994,p.27)。
第2に 、大蔵省が円(為 替 レー トの)の 安定にコミッ トしたのは、戦後改革期に日本銀行が
大蔵省からの独立に失敗 したことに起因している。 「このことは 逆にい うな らば、大蔵省が
金融政策に対 しても責任を負い続ける制度的配置が出来上がったことを意味する。通貨価値の
安定 とい う金融政策上の配慮が、このような制度配置を通して均衡財政主義の定着を促進 した
と考えることができよう」(真渕1992,久 米1994,pp.27-28)。 すなわち古城の分析す る 「国
際収支の天井」を大蔵省が意識せざるをえなかった背景には、このように日本銀行が大蔵省か









が授権に先立つ 「予算優位」 と呼んでいる(キ ャンベル1984)。 このような予算優位 は、伊
藤によれば、大蔵省による歳入情報の独 占に加 えて、 日本の予算過程が各省一斉に緻密な日程
にもとついて 「時間の契機 を逆用しつつ同時的決着を図る」ものであることによってもたらさ














る」 とい うのである(久 米1994,p.29)。 青木昌彦も、後述のように、諸官庁の原局は相互の





を変更 し、産業政策の中に競争原理を貫徹 させたとする(大 嶽1986,pp.260-261)。 その後の










界へのネ ッ トワークも規制権限ももたない。他方大蔵省は、金融界に対するネ ットワークをも
つが、産業界に対するネットワークを欠 く。そこで、上記のような産業政策は、通産省と大蔵
省の2つ の政策ネッ トワークを通して実現 される。産業政策の中身は銀行を含む多くの参加者
によってチェックされたものになる。 この結果、産業政策の中身がより市場志向的なものにな
ると考えられ るのである」(久米1994,pp.31-32,Mabuchi1995,真 渕1994,pp.60-62)。 こ
のように金融市場を通 じた産業政策が市場適合的であったとすれば、それは経済官僚が 「賢明」















ある。資材 ・物資の割当 ・配給や価格統制も多 くの物資について自由化されていった(同 上書
p.166)。 この点も広 く合意がえられていた。恒川惠市によると、「この ドッジラインは、戦後
日本で産業振興 とい う目標 と健全財政 という目標が衝突した最初の事件であった。」そして、
「商工省 と貿易庁を合併する形で設置された通産省は、以後健全財政の枠内で産業振興をはか



















自然に生まれたものではなく、(1)占 領軍による ドッジラインの指示、(2)経 済 自由主義的
な吉田第2次 内閣の成立、これを背景 とした(社 会民主主義的な経済安定本部に対する)同 じ
く経済自由主義的な大蔵省の勝利 と予算編政権の維持、(3)同 様に大蔵省が 日銀を従属 させ






集団化 といったネットワークが形成 され、これはしばしば市場の情報 コス ト、交渉コス ト、契
約 コス トなどの 「取引コス ト」を軽減する経済合理的な特徴 をもっていた。
経済官僚による産業政策の主な機能は、上述のネ ットワーク形成を補完することであるが、
そのためにまた経済官庁 と業界の問に政策ネ ットワークが形成された。経済官庁は政策を執行




渡展洋のい う 「組織された市場」はこのネ ットワーク論の同種のものと考えられる。
このようにネッ トワークによって社会に結びついている政府を、奥野正寛 ・関口格は、後述
のように 「関係依存型政府」と呼び、アメ リカ型の 「ルール依存型政府」と区別 している。関
係依存型政府は高度成長に貢献 した。 厂ルール依存型政府 に比べ民間に対する交渉力が強い関
係依存型政府は、戦後特定産業に資源を優先的に配分す ることができた」という(奥 野 ・関口
1996,p.264)o
(3)調 整の政治行政過程 官僚 制多元主義
戦後 日本の政治経済には一定の調整 メカニズムが確立していた。それををアリーナ別に見 る
と、第1に 、多 くの利害の調整は市場を通 してなされる。第2に 、かな りの利害対立は、ネ ッ
トワーク(あ るいは組織 された市場)を 通 して効率的になされる。そして、政府は審議会など












青木は、公共政策が主 として 「賢明で強力な」官僚によって形成 されるとする開発国家論も、








成されている、日本を典型とする 「関係依存型政府」の3つ に分けている(奥 野 ・関口1996,
p.258)o





業間の長期的関係に基づ くルール変更の余地を利用 して、事後的に生じた問題 に柔軟に対応で
きるとい う利点をもつ。 … しかし、縄張 りのために少数の関係者が結託し、新規参入や消
費者利益が阻害 される可能性がある」(同上書p.259)。














よって顧 客集 団の代 理人である と同時 に、他方 で人員や財 政上の リソースを獲得す るには、各
省 庁はその行動 が、特定の利 害を超 えたものである ことを主張 し、その要求 を正統化 しなけれ
ばな らないのであ る(青 木1992,pp.267-271)。 す なわち、 日本 の官僚組織 は 「所管分野 にお
ける民 間のエー ジ ェ ン ト」 で もな く、 「強権 的 な社 会的 計画者 」で もない こ とが示唆 され る
(奥 野 ・関 口1996,p.262)。 「官僚は完全 に民 間を従 わせ るほ ど強 くは ない し、民間 の言 いな
りな るほ ど弱 くもない」のである(同 上書p.263)。
b官 僚制多元主義
青木は、60年 代以降の 自民党官 僚制連合の多元化傾向を 「官僚制多元主義」と呼ぶ(青 木
1992,p.271,p.300)。 政治学でいう、省庁の管轄ごとに政治家、官僚、利益団体の問に成立す
る政策ネッ トワークやその一種としての政策コミュニティとほぼ同様のものであろう。そして
この官僚制多元主義をとお してわが国における政治的 ・行政的利害対立は調整 されている。官
僚機構の構成単位には、明確な管轄領域(constituency)を もつ 「原局」(な いし課)と 、調
整、予算、企画、人事などを主な任務とする調整局がある。各省の大臣官房、大蔵省主計局、
経企庁調整局、総務庁行政監察局などである。
厂日本の企業と官僚組織 との関係では、企業(ま たは所属する業界団体)と 原局の問の関係





が困難になる。このおそれが原局の行動を律する」という(奥 野ほかp.263)。 「つま り官僚は、
政策決定の際にそれが今後の民間企業に与える影響 と原局問の競争的関係に与える影響の両者
を考慮に入れる」(奥 野 ・関口1996,p.263)。 ここにおける管轄領域のおもな利益は、村松ら
(1986)に ならえば、生産性の高いセクターの利益 と生産性の低いセクターや福祉領域(す な
わち政策受益団体)の 利益である(青 木1992,pp.261-262)。
政治的資源の分配に関係する重要な手続きの一つである予算過程は、各原局は、しばしば政
治家の支援 を受けなが ら、概算要求を行い、各省の大臣官房が調整を行 う。この段階では、大
臣や有力族議員も関与する。各省の概算要求がまとまると、各省 と大蔵省の折衝が行われ、自
民党幹部との折衝 ・承認を経て最終案 となる。 この予算過程は、各社会アクターが直接交渉す
るのではなく、各原局が管轄地盤の構成主体の利害を代表 して、何段階かの調整局による調整









予算過程は繰 り返 しの交渉であるか ら情報を共有 し、それだけ情報処理が効率的になるからで
ある(同 上書pp.282-290)。60年 代になって、産業の発展により多くの社会的剰余が生産 され、
国民所得が高度成長 したおかげで、財源は年々増加 し、その増加分はほぼ同じ伸び率になるよ





に過大に代表 されているために、調整局の判断にバイアスを賦課 している場合がそ うである
(同上書p.290)。
日本官僚制の組織的特徴にも、各省の管轄領域の個別利益 と全体の利益が対立 して調整 され
にくくする要因がある。 日本の企業(J企 業)と 官僚制の組織は多くの類似 した面があるが、
相違する面もある。相違する面を見ると、J企 業では情報 とそれにもとつ く調整が分権的に行
われるが、人事が集権的であるために、水平的調整が組織全体の目標 と齟齬をきたすことがな
い(双 対性原理)。 これに対して、官僚制では人事が省庁別でありそれを超えて一本化 してい
ないために、省庁間の縄張 り争いが激 しくなる(同 上書pp.296-297)。 こうして、 日本の官僚
制は、その準多元的な性格や、双対性原理の欠如から考えると、保守的になりがちである。
(4)パ ター ン化 された多元主義
村松岐夫は、多元主義政治過程が 日本の政治行政の基盤になっていることを観察 し、この政
治過程を 「パターン化 された多元主義」 と名付けた。「多元主義政治過程において政府制度の
制約がかな り働 くとい う趣 旨である」(村松1999,p.10)。
ここで、80年 代以降わが国の政治学の分野で展開された 厂多元主義論争」を検討 してお く
ことが、本稿の理解に有用であろ う。 日本の政治システムの特徴づけとしての 厂パターン化 さ
れた多元主義」は、「仕切 られた多元主義」などの概念とともに、「多元主義」概念にその内容
を特定化す る 「形容辞」を付すること自体が矛盾であるという批判を受けた。この行き違いは
















党優位論 と官僚優位論をめぐるものである。政党 ・政治家 と官僚の権力関係はしばしば直接観
察できるものであ り、あるいは実証的に研究できる対象であるが、後の理論的展開からみれば、














80年 代半ば以降急速に理論的発展をみせた 「政策ネ ッ トワーク」論の先取 りであったと考え
られる。その後の村松の主張は、1つ の 「日本版政策ネ ットワーク」論の主張と見なすことが
できよう。
村松によると、「官僚の活動範囲と態様にはおのずか ら 「固有の限界」があ」 り、また 「官
僚制の固有の限界は、独立に行動をおこす正統性が与えられていないことからくる」。 さらに
「行政官僚はこのように政治的部門に依存 しその枠組のなかで活動するとい う通念は、どの民
主主義社会でもかな り強固なものである」。 しかし他方では、政治も行政の過程で(行 政スタ
イルに沿うとい う形で)そ の行動が制約 され る面もある(村 松1981,pp.170-171)。
政治家と官僚の間には、政策の形成と執行に関して、緊密に接触する相互交渉ゾーンがある
が(同 上書p.171)、 両者の行動原理は異なる。 「政治家は 「区別の原理」で行動する。つまり
政治家の行動は、自己の支持者に対 して他 と区別された特別の便益(職 、許認可、福祉条件等)
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を与えよ うとする意図に動機づけられる傾向がある」(同 上書p.181)。 これに対 して、官僚は
「政策の一貫性 ・公平性(画 一性)・ 規則性」を内容 とする 「画一性」の原理で行動する(同 上
書p.170)。 両者の相互交渉は、変化と不確定性を内容 とする 「政治スタイル」に基づくか、
あるいは 「より計画されルーティン化 された枠組み」である 「行政スタイル」によってなされ
る。このスタイルの違いは、政治家と官僚のいずれかの権力の優位を示すものではない(1981,





お り、これが同時に社会諸利益間の調整 としても機能 しているのである(村 松ほか1986,pp.
191-192)。 そして村松は、いくつかの留保条件をおきながらも、青木昌彦の 「準社会的交渉










れるとは限 らない。非決定の領域に放置される問題、あるいは先送 りされる問題 も多数にある
であろ う。 しか し少なくとも、顕在化した政治的 ・経済的利害対立の調整のメカニズムは一応
満足しうる程度には明 らかになったと思われる。




(政党、議員、内閣、首相)と 官僚の関係をゼロ ・サムの関係 としてみることは必ず しも適切
ではない。その関係はしばしばポジティブ ・サムの関係にある。政治的部分と官僚の関係をこ
のようにみる概念 として最近イギリスでは 「中核的執政集団」(coreexecutive)が 提示 され






(Smith1993,p.5)。 各アクターは目標 を達成するために リソースを交換 しあい、戦術、戦略
を駆使 し、同盟 を結ぶ。本稿では、中核的執政府概念にこれ以上立入 らないが、む しろ日本の
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